
①

②

③

④

⑤

○

○

②　あなたと生計を一にしている
③　令和７年分の所得税法上の合計所得金額が５８万円以下（請求日が１月から９月までの間にある場合は、令和６年度分が４８万円以下）である。
④　青色申告者の事業専従者として給与の支払を受けていない又は白色申告者の事業専従者でない

○ 　この申立書は、所得税及び住民税の申告内容を確認する為のものです。これにより所得税等の申告をすることはできません。
○ 　記入欄が足りない場合は、子の氏名等を複数枚の申立書に分けてご記入ください。

令和　　　年　　　月　　　日

　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※受付担当者名

　　　 ※①で受け取りが「有」の場合のみ、②～⑤を記入してください。

　※この書類は、太枠の中を事前に記入の上、
　　区役所で児童扶養手当の認定請求・現況届・所得状況届を行う際に、一緒に提出してください。

養育費等に関する申告書

○　前年（１月から１２月までの１年間）に受け取った養育費について、裏面の記入要領に従って記入してください。

前年（令和７年中）の養育費受け取りの有無 有　　　・　　　無

養育費を支払った者

　受　　　　取　　　　人 　母又は父　　・　　児童

離婚した年月日など 平成・令和　　　年　　　月　　　日

養育費として受け取った額（令和７年分）

１６歳以上１９歳未満の控除対象扶養親族に関する申立書（令和７年分）

○　所得税法上の扶養親族のうち、前年（請求日が１月から９月までの間にある場合は、前々年）の１２月３１日において年齢が１６歳以上
  １９歳未満であった者について、記入してください。

１６歳以上１９歳未満の控除対象扶養親族

ﾌ　ﾘ　ｶﾞ　ﾅ 個人番号
(所得状況届を除く)

続　柄 生　年　月　日 別居の場合の住所
氏　　　　　名

1 平成　　年　　月　　日

2 平成　　年　　月　　日

※受付年月日 令和　　　　年　　　　月　　　　日

3 平成　　年　　月　　日

（注意事項）
　この申立書は、「児童扶養手当認定請求書」、「児童扶養手当現況届」、「所得状況届」を提出する方が、前年（請求日が１月から９月までの間に
ある場合は、前々年）の12月31日（年の途中で死亡した場合には、その死亡の日）において年齢が16歳以上19歳未満の所得税法上の扶養親族がある場
合に、ご記入いただくものです。
（参考）令和７年１２月３１日において年齢が１６歳以上１９歳未満の方：平成１９年１月２日から平成２２年１月１日までの間に生まれた方

　所得税法上の扶養親族とは、前年（請求日が１月から９月までの間にある場合は、前々年）の１２月３１日（年の途中で死亡した場合には、その死
亡の日）において、次のいずれにも該当する方をいいます。

①　配偶者以外の親族（６親等内の血族及び３親等内の姻族）か、都道府県等から養育を委託された児童（いわゆる里子）である

養育費について、上記の通り相違ありません。
また、この申立書により申し出る１６歳以上１９歳未満の控除対象扶養親族の人数は、所得税及び住民税における内容と相違ありません。

円     円

円     円

円     円

円     円

円     円

円     円

児童

円

円
合　　　　　　　　　計

母又は父

12月

7月

8月

9月

10月

11月

1月

2月

3月

4月

5月

6月



１　この申告書の目的・趣旨

・

２　養育費について

・

・

・

・

・

・
①　前年（令和７年中）の養育費受け取りの有無  有　　　・　　　無
　　　※①で受け取りが「有」の場合のみ、②～⑤を記入してください。

②　　　　養育費を支払った者 〇〇　〇〇
③　　　　受　　　　取　　　　人 母又は父　・　児童
④　　　　離婚した年月日など 令和7年5月1日

⑤養育費として受け取った額（令和７年分）

「離婚した年月日など」欄には、「養育費を支払った者」欄に記載した前夫又は前妻等と離
婚した年月日等支給要件に該当するに至った年月日を記載して下さい。

次の例を参考に記入して下さい。

養育費等に関する申告書の記入要領

　この申告書は、前年に前夫又は前妻から養育費を受け取っているのかどうか、さらに受け
取っている額を確認するためのものです。

　前夫（児童扶養手当の支給対象となっている児童の父。以下同じ。）又は前妻（児童扶養
手当の支給対象となっている児童の母。以下同じ。）から前年（１月から１２月までの１年
間をいいます。ただし、１月から９月までの間に請求する人の場合には、前々年をいいま
す。）に受給者（母若しくは父）又は児童が受け取った金品その他の経済的利益（以下「養
育費」といいます。）がある場合には、その額を記入して下さい。

　養育費は、児童扶養手当法施行令第３条により、児童扶養手当制度における所得となりま
すので、正確に申告して下さい。

　養育費の合計額の欄に記入した額を、認定請求書の㉛の欄、現況届の⑪の欄、所得状況届
の⑪の欄に記載して下さい。

　前夫又は前妻が複数ありそれぞれから養育費を受け取った場合には分けて記入し、「養育
費を支払った者」欄にその者の名前等を記入して下さい。前夫又は前妻が１人の場合には、
「養育費を支払った者」欄は空欄で結構です。

円 　　円

円 　　円

円 　　円

円 　　円

円 　　円

円 　　円

母又は父 円

児童 100,000円

10,000 11月 10,000

6月 10,000 12月 10,000

9月 30,000

4月 10月 10,000

7月 10,000

2月 8月 10,000

1月

3月

5月

合　　　　　　　　　計

0

0

0

0

0
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